芳賀工業団地建築物並びに環境保全等に関する協定書

（目的）

第１条　この協定書は、芳賀工業団地（以下「団地」という。）内における建築物の敷地、位置、構造、形態、建築設備等に関する基準を協定し、工業団地としての利便の増進と、環境の整備を目的とする。

（協定適用区域）

第２条　この協定の適用区域は、公共用地を除く団地内の区域（以下「区域」という。）とする。

（協定の締結）

第３条　この協定は、前条に定める区域内の土地の所有者、建築物等の所有を目的とする地上権者及び賃貸権者のいずれかの者（以下「協定者」という。）と芳賀町長（以下「町長」という。）の合意により締結する。

（協定の変更）

第４条　前条により締結された区域（以下「協定区域」という。）及び建築物等に関する内容を変更しようとするときは、協定者の合意によらなければならない。

（協定の継承）

第５条　この協定は、効力発生以後において、協定区域内の権利者の権利が移動した場合は、新しい協定者に継承するものとする。

（工場等の配置）

第６条　建築行為に係る建物外壁面又は､柱の面から敷地境界線までの距離は、敷地の道路に面した部分で５ｍ、その他の部分で２ｍ確保するものとする。ただし、敷地面積が１,０００㎡未満の区画においては、別紙（工場等の配置指針）を遵守するものとする。
（建築物の構造）

第７条　建築物の主体構造は、原則として鉄筋コンクリート造、鉄骨コンクリート造等とし、外壁等も原則としてスレート、亜鉛鉄板等とし、不燃化を図らなければならない。ただし、延べ面積５０㎡以内の物置、自転車置き場等はこの限りでない。

（美観）

第８条　建築物は、美観を保護し周囲の環境との調和を図るものとする。
（空地の確保）

第９条　建築物の配置は、できる限り集約し、有効に空地を確保することとし、建築面積の敷地面積に対する割合は６０パーセント以下とする。

（緑化等）

第１０条　敷地内の空地は、植芝等により土地の保護を図り、環境に応じた植樹を行い、これの適切な管理を行うものとし、工場立地法（昭和３４年法律第２４号）の定めに準じて措置するものとする。

２　前項に定める植樹に当たっては、芳賀町における農業の振興対策の観点から、カイズカイブキ等のビャクシン類は植樹に用いないものとする。

（公害防止）

第１１条　協定者は、公害防止関係法令等の定めるところにより、公害を未然に防止するため、芳賀町との間に公害防止協定を別途締結しなければならない。

（敷地内の排水）

第１２条　雨水を除く工場排水については、公害防止協定に基づき、排水基準以下に処理した後、敷地外専用排水管に排水しなければならない。

２　雨水排水は、敷地内整備と油水分離槽の設置により処理した後、敷地外専用雨水管に排水しなければならない。
３　前２項の排水に必要な施設の工事に当たっては、町条例及び道路法（昭和２７年法律第１８０号）の定めるところにより、あらかじめ管理者の許可を受けなければならない。

（塀等）

第１３条　敷地の周囲には、原則として金網による塀を後退壁面から２ｍ道路寄りに設けなければならない。
２　金網の高さは、原則として１．５ｍ以上２．５ｍ以下とする。

３　工場等の出入口は、原則として１か所とし、道路法第２４条に規定する承認を受けた上で、関係法令等で定める基準により、幅員は必要最小限度内で措置するものとする。

（広告物）

第１４条　広告物については、栃木県屋外広告物条例（栃木県条例第６４号）によることとする。

（工業用水）

第１５条　協定者は必要に応じ、栃木県企業庁が供給する鬼怒工業用水道の給水を受けなければならない。ただし、栃木県鬼怒工業用水道給水規程（栃木県公営企業管理規定第９号）第２条に基づく給水の対象に該当しない者はこの限りでない。

２　地下水の取水はしないものとする。
（上水道）

第１６条　協定者は、芳賀中部上水道企業団による供給水を受水しなければならない。

２　地下水の取水はしないものとする。
（電柱等の占用）

第１７条　協定区域内の敷地利用に伴う電力及び通信施設等の公共的施設の建柱等については、公共性を認識し、当該敷地の利用上著しく支障とならない範囲内において、他権利者のための建柱等にあっても、必要により敷地内を占用させるものとする。

（協定違反者の措置）

第１８条　第６条から前条までの各条項に違反したものがあった場合、町長は、当該協定者に対して工事施工停止、構造の変更等を文書をもって勧告し、是正のための必要な措置をとるよう請求できるものとする。

２　前項の請求があった場合には、当該協定者は、誠意をもって是正しなければならない。

（協定外の事項）

第１９条　この協定書に疑義が生じたとき、又はこの協定に定めのない事項については、協定者の合意の上定めるものとする。

２　この協定日以前の協定に基づく事項については、この限りでない。

　　　

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し各自１通を保有するものとする。

　　　平成　　年　　月　　日　

　

　　　　　　　　　　　住　所　　栃木県芳賀郡芳賀町大字祖母井１０２０番地

　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　  　芳賀町長　　見目　　匡
　　

住　所　　

氏　名　　
